
    八戸市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法律第 123 号。以下「法」という。）第 115 条の

45 第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）の実施

に関し、法及び介護保険法施行規則（平成 11 年厚生省令第 36 号。以下「省令」という。）

に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （事業の目的） 

第２条 総合事業は、市が中心となって、地域の実情に応じて、住民等の多様な主体が参画

し、多様なサービスを充実することにより、地域の支え合いの体制づくりを推進し、要支

援者等に対する効果的かつ効率的な支援等を可能とすることを目的とする。 

 （定義） 

第３条 この要綱における用語は、この要綱において定めるもののほか、法、省令、介護予

防・日常生活支援総合事業の適切かつ有効な実施を図るための指針（平成 27 年厚生労働省

告示第 196 号）及び地域支援事業実施要綱（平成 18 年６月９日老発第 0609001 号厚生労働

省老健局長通知「地域支援事業の実施について」別紙。以下「通知」という。）の例による。 

 （総合事業の内容） 

第４条 市長は、総合事業として、次に掲げる事業を行うものとする。 

(1) 第１号事業 

ア 訪問型サービス（法第 115 条の 45 第１項第１号イに規定する第１号訪問事業をい

う。以下同じ。） 

(ア) 介護予防訪問介護相当サービス（旧介護予防訪問介護に相当する訪問型サービ

スをいう。以下同じ。） 

(イ) 共生型訪問型サービス（八戸市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運

営に関する基準等を定める条例（平成 28 年条例第 71 号。以下「指定居宅サービ

ス等基準条例」という。）第 42 条の２に規定する事業を行う者であって、同条各

号の基準を満たす者が、当該事業所に係る第 13条第１項の申請により法第 115 条

の 45 の３第１項の指定を受けて行う訪問型サービスをいう。ただし、法第 72 条

の２第１項に規定する厚生労働省令で定めるところによる別段の申出をしたとき

を除く。以下同じ。） 

(ウ) 訪問型サービスＡ（旧介護予防訪問介護に係る基準より緩和した基準による訪

問型サービスをいう。以下同じ。） 

(エ) 訪問型サービスＣ（３か月から６か月までの短期間で行われる訪問型サービス

をいう。以下同じ。） 

イ 通所型サービス（法第 115 条の 45 第１項第１号ロに規定する第１号通所事業をい

う。以下同じ。） 



(ア) 介護予防通所介護相当サービス（旧介護予防通所介護に相当する通所型サービ

スをいう。以下同じ） 

(イ) 共生型通所型サービス（指定居宅サービス等基準条例第 114 条の２に規定する

事業を行う者であって、同条各号の基準を満たす者又は八戸市指定地域密着型サ

ービス及び指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及運営に関す

る基準等を定める条例（平成 24 年条例第 31 号。以下「指定地域密着型サービ

ス等基準条例」という。）第 61 条の 20 の２に規定する事業を行う者であって、

同条各号の基準を満たす者が、当該事業所に係る第 13 条第１項の申請により法第

115 条の 45 の３第１項の指定を受けて行う通所型サービスをいう。ただし、法第

72 条の２第１項又は法第 78 条の２の２第１項に規定する厚生労働省令で定める

ところによる別段の申出をしたときを除く。以下同じ。） 

(ウ)  通所型サービスＡ（旧介護予防通所介護に係る基準より緩和した基準による通

所型サービスをいう。以下同じ。） 

(エ） 通所型サービスＣ（３か月から６か月までの短期間で行われる通所型サービス

をいう。以下同じ。） 

ウ 介護予防ケアマネジメント（法第 115 条の 45 第１項第１号ニに規定する第１号介護

予防支援事業をいう。以下同じ。） 

 (ア) ケアマネジメントＡ（八戸市地域包括支援センターが実施する原則的なケアマ

ネジメントをいう。以下同じ。） 

 (イ) ケアマネジメントＢ（八戸市地域包括支援センターが実施するケアマネジメン

トＡより緩和した基準によるケアマネジメントをいう。以下同じ。） 

(2) 一般介護予防事業 

２ 前項第１号ア(ウ)に定める訪問型サービスＡについては、八戸市訪問型日常生活支援事

業実施要綱（令和元年６月１日実施）に基づき実施するものとする。 

３ 第１項第１号ア(エ)に定める訪問型サービスＣについては、八戸市訪問型低栄養改善事

業実施要綱（令和元年 12 月１日実施）に基づき、実施するものとする。ただし、１年を超

えない期間内は同事業を利用することはできない。 

４ 第１項第１号イ(エ)に定める通所型サービスＣについては、次に掲げる要綱に基づき実

施するものとする。ただし、２年を超えない期間内に当該サービスのうち同一の事業を６

か月を超えて利用することはできない。 

(1) 八戸市運動・認知複合型プログラム事業実施要綱（令和５年４月１日実施） 

(2) 八戸市高齢者口腔機能向上事業実施要綱（平成 18 年４月１日実施） 

５ 第１項第１号ウ(ア)に定めるケアマネジメントＡは、介護予防訪問介護相当サービス、

共生型訪問型サービス、介護予防通所介護相当サービス、共生型通所型サービス、通所型

サービスＡ、訪問型サービスＣ及び通所型サービスＣの実施にあたり適用するものとする。 

６ 第１項第１号ウ(イ)に定めるケアマネジメントＢは、八戸市介護予防ケアマネジメント



実施要綱（令和元年６月１日実施）に基づき、実施するものとする。 

 （総合事業の実施方法） 

第５条 市長は、総合事業を次に掲げる方法により実施するものとする。 

 (1) 介護予防訪問介護相当サービス 通知別記１(1)ア(エ)①(c)に基づく事業者指定に

よる実施 

 (2) 共生型訪問型サービス 通知別記１(1)ア(エ)①(c)に基づく事業者指定による実施 

 (3) 訪問型サービスＡ 通知別記１(1)ア(エ)①(a)に基づく直接実施または通知別記１

(1)ア(エ)①(b)に基づく委託による実施 

(4) 訪問型サービスＣ 通知別記１(1)ア(エ)①(a)に基づく直接実施 

(5) 介護予防通所介護相当サービス 通知別記１(1)ア(エ)①(c)に基づく事業者指定に

よる実施 

(6) 共生型通所型サービス 通知別記１(1)ア(エ)①(c)に基づく事業者指定による実施 

(7) 通所型サービスＡ 通知別記１(1)ア(エ)①(c)に基づく事業者指定による実施 

(8) 通所型サービスＣ 通知別記１(1)ア(エ)①(a)に基づく直接実施または通知別記１

(1)ア(エ)①(b)に基づく委託による実施 

(9) 介護予防ケアマネジメント 通知別記１(1)ア(エ)①(a)に基づく直接実施 

(10) 一般介護予防事業 通知別記１(1)ア(エ)①(a)に基づく直接実施 

２ 市長は、前項第９号のうち一部を通知別記１(1)ア(エ)①(b)に基づく委託により実施す

ることができる。 

 （総合事業の対象者） 

第６条 第４条第１項第１号に掲げる第１号事業を利用することができる者は、省令第 140

条の 62 の４に規定する者（以下「居宅要支援被保険者等」という。）とする。 

２ 第４条第１項第２号に掲げる一般介護予防事業を利用することができる者は、法第９条

第１号に規定する第１号被保険者及びその支援のための活動に関わる者とする。ただし、

住民主体の通いの場に 65 歳未満の住民が参加し、ともに介護予防に取組むことを妨げるも

のではない。 

 （総合事業の対象者確認） 

第７条 第４条第１項第１号に掲げる第１号事業（訪問型サービスＡ、訪問型サービスＣ及

び通所型サービスＣを除く。以下この条において同じ。）の利用を希望する者は、法第 32 条

の規定による要支援認定又は市長による総合事業の対象者であることの確認（以下「総合

事業対象者確認」という。）を受けている場合を除き、当該利用に先立ち、要支援認定を受

けなければならない。 

２ 第４条第１項第１号に掲げる第１号事業の利用を希望する者で、次の各号のいずれかに

該当するものは、総合事業対象者確認を受けなければならない。 

 (1) 前項の結果、要介護状態区分又は要支援状態区分のいずれにも該当しない者 

 (2) 要支援認定を既に受け、かつ、要支援認定の有効期間の満了にあたり、要支援更新認



定の申請を行わない者 

３ 総合事業対象者確認は、省令第 140 条の 62 の４第２号の規定に基づき厚生労働大臣が定

める基準（平成 27 年厚生労働省告示第 197 号）に定める基本チェックリスト（以下「基本

チェックリスト」という。）により行うものとする。 

４ 市長は、総合事業対象者確認を行った場合は、すみやかにその結果を確認対象者に通知

するものとする。 

５ 総合事業対象者確認の結果は、確認対象者の状況に著しい変化が無い場合に限り、当分

の間有効とする。 

 （総合事業の利用の手続） 

第８条 第４条第１項第１号に掲げる第１号事業（訪問型サービスＡ、訪問型サービスＣ及

び通所型サービスＣを除く。）の利用を希望する者であって、前条第３項に定める対象者確

認を実施した者は、別記様式により市長に申請しなければならない。 

２ 市長は、前項に定める申請があったときは、その内容を審査し、総合事業の利用の承認

又は不承認を決定し、申請者に通知するものとする。 

３ 市長は、前項において総合事業の利用を承認するときは、基本チェックリストの実施日

等の必要事項を被保険者証に記載し、これを返付するものとする。 

４ 申請者は、事業の利用を変更し、中止し、又は休止しようとするときは、あらかじめ市

長にその旨を届け出なければならない。 

 （第１号事業の費用） 

第９条 総合事業のうち、第１号事業の実施に要する費用の額は、介護保険法施行規則第 140

条の 63 の２第１項第１号に規定する厚生労働大臣が定める基準（令和３年厚生労働省告示

第 72 号。以下「報酬告示」という。）に準じて、別表１に掲げるサービスの種類ごとに、

別表１に定める単位数に１単位の単価を乗じて算出するものとする。なお、第１号事業の

実施に要する費用の算定にあたっては、別表１に定める他は、指定居宅サービスに要する

費用の額の算定に関する基準等の一部を改正する告示（平成30年厚生労働省告示第78号）

第 21 条の規定による改正前の指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基

準（平成 18 年厚生労働省告示第 127 号）及び「指定居宅サービスに要する費用の額の算定

に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び

指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項に

ついて」等の一部改正について（平成 30 年３月 22 日老高発 0322 第２号・老振発 0322 第

１号・老老発 0322 第３号、厚生労働省老健局高齢者支援・振興・老人保健課長連名通知）

による改正前の指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う

実施上の留意事項について（平成 18 年３月 17 日老計発第 0317001 号・老振発第 0317001

号・老老発第 0317001 号、厚生労働省老健局計画・振興・老人保健課長連名通知）に準ず

るものとする。 

２ 別表１に掲げるサービスの種類のうち、別表２に掲げる加算の対象となるものは、別表



２に定める単位数に１単位の単価を乗じて算出するものとする。 

３ 前２項の算出にあたっては、月ごとに行うものとする。 

４ 前３項の規定により第１号事業に要する費用の額を算定した場合において、その額に１

円未満の端数があるときは、その端数金額は切り捨てて計算するものとする。 

 （第１号事業支給費の支給） 

第 10 条 居宅要支援被保険者等の第１号事業支給費は、前条にて算出された額を、それぞれ

次に掲げる割合で支給するものとする。 

 (1) 第１号訪問事業（訪問型サービスＡ及び訪問型サービスＣを除く。）及び第１号通所

事業（通所型サービスＣを除く。） 100 分の 90 

 (2) 第１号介護予防支援事業 100 分の 100 

２ 法第 59 条の２第１項に規定する政令で定める額以上である法第 115 条の 45 第１項第１

号に規定する居宅要支援被保険者等に係る第１号事業支給費（訪問型サービスＡ、訪問型

サービスＣ及び通所型サービスＣを除く。）については、前項第１号中「100 分の 90」とあ

るのは「100 分の 80」とする。 

３ 法第 59 条の２第２項に規定する政令で定める額を超える政令で定める額以上である法

第 115 条の 45 第１項第１号に規定する居宅要支援被保険者等に係る第１号事業支給費（訪

問型サービスＡ、訪問型サービスＣ及び通所型サービスＣを除く。）については、第１項第

１号中「100 分の 90」とあるのは「100 分の 70」とする。 

 （第１号事業支給費の支給限度額） 

第 11 条 第１号事業支給費の支給限度額は、居宅介護サービス費等区分支給限度基準額及び

介護予防サービス費等区分支給限度基準額(平成 12 年厚生省告示第 33 号)第２号イに規定

する要支援１の区分に係る単位数により算定した額とする。ただし、市長が必要と認めた

場合は、同号ロに規定する要支援２の区分に係る単位数により算定した額とすることがで

きる。 

２ 前項の算定は、通知別記１(1)ア(エ)①(c)の方法により実施する事業について行う。 

 （高額介護予防サービス費等相当事業） 

第 12 条 市長は、高額介護予防サービス費相当事業及び高額医療合算介護予防サービス費相

当事業（以下「高額介護予防サービス費等相当事業」という。）を行うことができる。 

２ 高額介護予防サービス費等相当事業の利用者負担段階及び負担限度額等については、法

第 61 条及び法第 61 条の２に定める規定を準用する。 

３ 高額介護予防サービス費等相当事業は、通知別記１(1)ア(エ)①(c)の方法により実施す

る事業について行う。 

 （事業者の指定） 

第 13 条 事業者は、総合事業を通知別記１(1)ア(エ)①(c)の方法により実施するとき、八戸

市指定事業者の指定に関する要綱（令和５年４月１日実施。以下「指定要綱」という。）第

２条第１項の規定に基づき指定の申請を行うものとする。 



２ 市長は、前項に定める申請があった場合は、その内容を審査し、指定の適否を決定した

ときは、当該申請した者にその旨を通知するものとする。 

 （指定の更新） 

第 14 条 指定事業者は、前条に定める指定の更新は、指定要綱第４条第１項の規定に基づき

行うものとする。 

２ 市長は、前項に定める申請があった場合は、その内容を審査し、指定更新の適否を決定

したときは、当該申請した者にその旨を通知するものとする。 

３ 指定は、６年ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過によって、その効力を失

う。 

４ 前項で「６年ごと」とあるのは、事業者からの申出により「６年未満」とすることができ

る。 

 （指定事業者の基準） 

第 15 条 指定事業者は、当該指定に係る事業所ごとに、次に掲げる区分に応じて、それぞれ

定める基準に従い事業を行わなければならない。 

(1) 介護予防訪問介護相当サービス 省令第140条の63の６第１号イに規定する基準（旧

介護予防訪問介護に係るものに限る。ただし、介護保険法施行規則等の一部改正をする

省令（平成 27 年厚生労働省令第４号）第５条の規定による改正前の指定介護予防サー

ビス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のた

めの効果的な支援の方法に関する基準（平成 18年厚生労働省令第 35 号。以下「旧介護

予防サービス等基準」という。）の第 37条第２項中「２年間」とあるのは、同項第２号

については「５年間」とする。） 

(2) 共生型訪問型サービス 指定居宅サービス等基準条例第42条の２各号及び第42条の

３に規定する基準 

(3) 介護予防通所介護相当サービス 省令第140条の63の６第１号イに規定する基準（旧

介護予防通所介護に係るものに限る。ただし、旧介護予防サービス等基準の第 106 条第

２項中「２年間」とあるのは、同項第２号については「５年間」とする。） 

(4) 共生型通所型サービス 指定居宅サービス等基準条例第114条の２各号及び第114条

の３に規定する基準又は指定地域密着型サービス等基準条例第 61 条の 20 の２各号及

び第 61 条の 20の３に規定する基準 

(5) 通所型サービスＡ 八戸市通所型サービスＡの人員、設備及び運営に関する基準を定

める要綱に規定する基準 

 （指定の変更の届出等） 

第 16 条 指定事業者は、指定の申請事項の変更又は事業の再開の届出にあっては指定等要綱

第３条第１項の規定に基づき、事業の廃止又は休止の届出にあっては同要綱第３条第２項

又は第３項若しくは第４項の規定に基づき、それぞれ行うものとする。 

 （指定の取消し等） 



第 17 条 市長は、法第 115 条の 45 の９の規定に基づき、指定事業者の指定を取り消し、又

は期間を定めてその指定事業者の指定の全部若しくは一部の効力を停止したときは、当該

事業者にその旨を通知するものとする。 

 （指定の拒否） 

第 18 条 市長は、第 13条に定める指定については、第 15 条に定める基準を満たした事業所

であっても、当該事業所を指定することにより、本市の第１号事業の計画量を超過する場

合、その他の本市における地域支援事業の円滑かつ適正な実施に際し支障が生じる場合に

おいては、当該事業所を指定しないこととすることができる。 

 （本市の区域の外の事業所に係る特例） 

第 19 条 この要綱の規定にかかわらず、指定に係る事業所が本市の区域の外にある場合であ

って市長が必要と認めるときは、当該事業所の所在する市町村（特別区を含む。）の要綱等

で定めるところによる。 

 （その他） 

第 20 条 この要綱に定めるもののほか、総合事業の実施に関して必要な事項は、市長が別に

定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成 28年 10 月１日から実施する。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成 29年２月８日から実施する。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成 29年４月１日から実施する。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成 30年４月１日から実施する。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成 30年８月１日から実施する。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成 30年 10 月１日から実施する。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和元年６月１日から実施する。 



 

   附 則 

 この要綱は、令和元年 10 月１日から実施する。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和元年 12 月１日から実施する。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和２年７月 15 日から実施し、改正後の別表１及び別表２の規定は、令和２

年４月 1日から適用する。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から実施する。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から実施する。 

 

附 則（令和５年 12 月４日） 

 この要綱は、令和６年４月１日から実施し、改正後の別表１の規定は、令和６年４月 1 日

から適用する。 

 

附 則（令和６年３月 25 日） 

 この要綱は、令和６年４月１日から実施し、改正後の別表１の規定は、令和６年４月 1 日

から適用する。 

 



別表１（第９条関係） 

事業の種類 サービスの種類 単位数 １単位の単価 

第１号訪問事業 介護予防訪問介護相

当サービス 

報酬告示別表の１に

定める単位（ニから

トを除く） 

10 円 

 共生型訪問型サービ

ス 

報酬告示別表の１に

定める単位（ニから

トを除く） 

10 円 

第１号通所事業 介護予防通所介護相

当サービス 

報酬告示別表の２に

定める単位（イ(3)

及びイ(4)を除く） 

10 円 

 共生型通所型サービ

ス 

報酬告示別表の２に

定める単位（イ(3)

及びイ(4)を除く） 

10 円 

 通所型サービスＡ 事業対象者・要支援

1・要支援 2（1回 2

～3時間、週 1回程

度、1月に 5回ま

で）1回につき 325

単位 

10 円 

  事業対象者・要支援

1・要支援 2（1回 2

～3時間、週 2回程

度、1月に 10 回ま

で）1回につき 325

単位 

10 円 

第１号介護予防支援事

業 

ケアマネジメントＡ 報酬告示別表の３に

定める単位 

10 円 

 



別表２（第９条関係） 

サービスの種類 加算の対象 単位数 １単位の単価 

介護予防訪問介護相当 

サービス 

報酬告示別表の１に

定める対象 

報酬告示別表の１に

定める単位 

10 円 

共生型訪問型サービス 報酬告示別表の１に

定める対象 

報酬告示別表の１に

定める単位 

10 円 

介護予防通所介護相当 

サービス 

報酬告示別表の２に

定める対象 

報酬告示別表の２に

定める単位 

10 円 

共生型通所型サービス 報酬告示別表の２に

定める対象 

報酬告示別表の２に

定める単位 

10 円 

ケアマネジメントＡ 報酬告示別表の３に

定める対象 

報酬告示別表の３に

定める単位 

10 円 

 


